
（３）第7期東御市障がい福祉計画成果目標と活動指標について

・障がい福祉サービス等の提供体制確保の一環として、基本理念等を踏まえて国全体で達成すべき目標として設定するもの。

・県及び市において、基本指針に定める基本理念や提供体制確保の基本的考え方、障がい福祉サービスの提供体制確保に関する成果目標等を
　達成するために必要となるサービス提供量等の見込みとして設定するもの。

１．施設入所者の地域生活への移行

２．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

成果目標とは

活動指標とは

成果目標 活動指標

項目 第６期目標 第７期目標

地域生活移行者数

令和５年度末に令和元度末の施
設入所者数(39人)の６％以上の
移行

令和８年度末に令和４年度末の施設入所
者数(40人)の６％以上の移行

施設入所者の削減数
令和５年度末に令和元年度末の
施設入所者数(39名)の1.6％以上
の削減

令和８年度末に令和４年度末の施設入所
者数(40名)の５％以上の削減

成果目標 活動指標

項目 第６期目標 第７期目標

精神障がいにも対応
した地域包括ケアシ
ステムの構築

県のみ目標設定 県のみ目標設定

・訪問系サービス（居宅介護等）の利用者数、利用時間数
・生活介護の利用者数、利用日数
・自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数
・就労選択支援の利用者数、利用日数（新規）
・就労移行支援の利用者数、利用日数
・就労継続支援（A型・B型）の利用者数、利用日数
・就労定着支援の利用者数
・短期入所（福祉型・医療型）の利用者数、利用数
・自立生活援助の利用者数
・共同生活援助の利用者数（重度障がい者の利用者数を追加）

・地域移行支援の利用者数
・地域定着支援の利用者数
・施設入所支援の利用者数（新たな入所希望者のニーズ・環境の確認)

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数
・保健、医療及び福祉関係者による協議の場への参加者数
・保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数
・精神障がい者の地域移行支援の利用者数
・精神障がい者の地域定着支援の利用者数
・精神障がい者の共同生活援助の利用者数
・精神障がい者の自立生活援助の利用者数
・精神障がい者の自立訓練（生活訓練)（新規）



３．地域生活支援の充実

４．福祉施設の利用者の一般就労への移行

成果目標 活動指標

項目 第６期目標 第７期目標

地域生活支援の充実

市町村または圏域ごと1拠点以上
を確保しつつ、機能充実のため
年１回以上運用状況を検証及び
検討する。（設置個所数・検討
実施回数）

・令和８年度末までに、市または
　圏域において地域生活支援拠点
　等を整備し、効果的な支援体制
　及び緊急時の連絡体制の構築の
　ため、コーディネーターの配置
　などを実施。
・年１回以上運用状況を検証及び
　検討する。

強度行動障がいを有
する者への支援体制
の充実

令和８年度末までに、強度行動障がいを
有する者に対して、市または圏域におい
て、支援ニーズを把握し、支援体制の整
備を進める。（新規）

成果目標 活動指標

項目 第６期目標 第７期目標

令和５年度中に令和元年度の福
祉施設から一般就労へ移行した
人数（４人）の1.27倍以上。

就労移行支援 令和元年(１人)の1.3倍
就労継続支援A型 令和元年(１人)の概ね1.26倍
就労継続支援B型 令和元年(２人)の概ね1.23倍

令和８年度中に令和３年度の福祉施設か
ら一般就労へ移行した人数（７人）の
1.28倍以上。

就労移行支援 令和３年度(６人)の1.31倍
就労継続支援A型 令和３年度(０人)の概ね1.29倍
就労継続支援B型 令和３年度(１人)の概ね1.28倍

就労移行支援事業利用終了者に占める一
般就労へ移行した者の割合が５割以上の
就労移行支援事業所を５割以上。（新
規）

令和８年度末の利用者数を令和３年度末
実績の1.41倍以上。

就労定着支援事業利用終了後一定間の就
労定着率が７割以上となる就労定着支援
事業所の割合を２割５分以上

・地域生活支援拠点等の設置箇所数
・コーディネーターの配置人数　（新規）
・地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた支援の実施等
　を踏まえた検証及び検討の実施回数

・就労移行支援の利用者数・利用日数
・就労移行支援事業等から一般就労への移行者数
・就労定着支援の利用者数

福祉施設利用者の一
般就労への移行者数

の増加

職場定着率の増加



５．相談支援体制の充実・強化等　　

６．障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築　

成果目標 活動指標

項目 第６期目標 第７期目標

基幹相談支援セン
ターの設置

・基幹相談支援センターの設置の（新
規）

基幹相談支援セン
ターによる総合的な
相談支援の実施及び
相談支援体制の強化
を実施する体制の確
保

・地域の相談支援事業所に対す
　る訪問等による専門的指導・
　助言
・相談支援事業所の人材育成の
　支援
・地域の相談機関との連携強化
　の取組

・地域の相談支援事業所に対する
　訪問等による専門的指導・助言
・相談支援事業所の人材育成の支
　援
・地域の相談機関との連携強化の
　取組
・個別事例の支援内容の検証実施
　（新規）
・主任相談支援専門員の配置(新
　規）

協議会における個別
事例の検討を通じた
地域のサービス基盤
の開発・改善

・協議会における相談支援事業所
　の参画による事例検討の実施
　（新規）
・協議会の専門部会の設置及び実
　施（新規）

成果目標 活動指標

項目 第６期目標 第７期目標

障がい福祉サービス
等に係る各種研修

県が実施する障がい福祉サービ
ス等に係る研修への市職員の参
加

県が実施する障がい福祉サービス等に係
る研修への市職員の参加

障害者自立支援審査
支払等システムによ
る審査結果の共有

審査結果を分析してその結果を
活用し、事業所や関係自治体と
共有する体制の有無及びその実
施

審査結果を分析してその結果を活用し、
事業所や関係自治体と共有する体制の有
無及びその実施

・基幹相談支援センターの設置の有無（新規）
・基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門
　的な指導・助言件数
・基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数
・地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数
・個別事例の支援内容の検証の実施回数
・主任相談支援専門員の配置数
・協議会における相談支援事業所の参画による事例検討の実施回数
・協議会における事例検討への参加事業所・機関数
・協議会の専門部会の設置数及び実施回数

・県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修への参加
・県が市職員に対して実施する研修の参加人数
・障害者自立支援審査支払等システム等のデータ分析・共有の実施回数



（４）第3期障がい児福祉計画成果目標及び活動指標について
１．障がい児に対する重層的な地域支援体制の構築

２．重症心身障がい児・医療的ケア児への支援

３．発達障がい者（児）等に対する支援

成果目標 活動指標

項目 第２期目標 第３期目標

成果目標 活動指標

項目 第２期目標 第３期目標

重症心身障がい児を支
援する児童発達支援事
業所及び放課後等デイ
サービス事業所の確保

令和８年度末までに、市または圏域にお
いて、保健・医療・障がい福祉・保育・
教育等の協議の場の設置１カ所以上確保
する。

医療的ケア児等の支援
のための関係機関の協
議の場の設置及びコー
ディネーターの配置

令和５年度末までに、各圏域及び
各市において、医療的ケア児コー
ディネーターを配置する。

・令和８年度末までに、市または圏
　域において、保健・医療・障がい
　福祉・保育・教育等の関係機関等
　が連携を図るための協議の場を設
　置する。
・市において医療的ケア児等に関す
　るコーディネーターを配置する。

成果目標 活動指標

児童発達支援センター
の設置及び保育所等訪
問支援の充実

令和５年度末までに、市または圏
域に１ヶ所以上設置する。

令和８年度末までに、市または圏域に
１ヶ所以上設置する。
（※第２期計画で未設置の場合）

障がい児の地域社会へ
の参加・包容（インク
ルージョン）の推進

令和８年度末までに、市または圏域に設
置された児童発達支援センターや保育所
等訪問支援等を活用しながら、障がい児
の地域社会への参加・包容（インクルー
ジョン）を推進する体制を構築する。

・医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置
　人数（新規）

設定なし

・児童発達支援の利用児童数、利用日数
・放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数
・保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数
・訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数
・障がい児相談支援の利用児童数

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の受講者数（保護者）及び
　実施者数（支援者）（新規）
・ピアサポートの活動への参加人数


